
 

委員会提出議案第１号 

 

加西市議会ハラスメント防止条例の制定について 

 

 別紙、｢加西市議会ハラスメント防止条例｣を議決されたく、加西市議会会議規則   

第１４条第２項の規定により提出します。 

 

   令和６年６月５日提出 

 

加西市議会議長 丸 岡 弘 満 様 

 

       提出者 加西市議会運営委員長  土 本 昌 幸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

加西市議会ハラスメント防止条例 

 

 ハラスメントは、基本的人権及び個人の尊厳を著しく傷つけ、住民福祉及び議会活動

に支障をきたし、議会の社会的信用及び信頼を失うことにつながる。  

 よって、議会としての役割を十分発揮するため、互いに人格を尊重し、相互信頼を深

めることを通して、ハラスメントの防止に努め、信頼される議会の実現を目指すことを

決意し、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、議員間のハラスメント及び議員から職員等に対するハラスメント

を防止するために必要な事項を定め、並びにハラスメントの被害者に配慮することに

より、議員及び職員等が個人としての尊厳を尊重され、良好な職場環境を確保するこ

とで市政の効率的運用に寄与し、もって信頼される議会の実現に資することを目的と

する。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(１) 職員等 地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第３条第２項に規定する一

般職の職員及び同条第３項第 1 号から第２号まで、第３号、第３号の２及び第

５号に規定する特別職の職員（議員を除く。）並びに市の各機関を役務の提供先

とする労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法

律（昭和 60 年法律第 88 号）第２条第２号に掲げる派遣労働者、市の各機関と

業務委託契約その他の契約を締結している事業等に従事する労働者及び企業、

団体等から派遣されている行政実務研修員をいう。 

（２）ハラスメント パワー・ハラスメント、セクシャル・ハラスメント、妊娠、出

産、育児又は介護に関するハラスメント、その他の誹謗、中傷、風評等により

相手方に対して人権を侵害し、又は不快にさせる行為をいう。 

（議員の責務） 

第３条 議員は、常に高い倫理観を持ち、ハラスメントが個人の尊厳を不当に傷つけ、

人権侵害に当たること及び職員等の労働意欲を低下させることを認識し、議員及び職

員等の人格を尊重してハラスメントをしてはならない。 



 

２ 議員は、ハラスメントがあると疑われたときは、自ら誠実な態度をもって疑惑の解

明に当たるとともに、その責任を明確にしなければならない。 

３ 議員は、ハラスメントに当たると認められる事態に遭遇したときは、当該言動等を

行っている議員に対し厳に慎むべき旨を指摘し、解決するように努めなければならな

い。 

 （相談窓口） 

第４条 議長は、ハラスメントに関する相談等の円滑かつ公正な解決を図るため、議会

事務局内にハラスメント相談窓口を設置する。 

 （議長の責務） 

第５条 議長は、議員又は職員等からハラスメントに関する相談及び申立てを受けたと

きは、迅速かつ適切にその内容を精査し、事実関係の調査及び確認を行うものとす

る。 

２ 議長は、前項の事実関係の調査及び確認を行うために、別に定めるところにより、

ハラスメント審査会を設置するものとする。 

３ 議長は、ハラスメントに関する相談及び申立てについて、公正かつ適正に対応する

ために必要と認めるときは、外部の有識者からなる第三者から意見を聴取することが

できる。 

４ 議長は、ハラスメントが確認されたときは、当該ハラスメントを行った議員に対し

て指導、助言、注意その他の必要な措置を講じるものとする。 

 （公表等） 

第６条 議長は、議員によるハラスメントがあったことを確認したときは、速やかに当

該ハラスメントを行った議員の氏名の公表その他必要な措置を講じなければならな

い。 

 （議長職務の代行） 

第７条 議長が調査の対象となったときは副議長が、議長及び副議長が共に調査の対象

となったときは年長の議員が、この条例に規定する議長の職務を行う。 

（研修等） 

第８条 議長は、ハラスメントの防止を図るため、議員に対し必要な研修等を実施しな

ければならない。 

 （プライバシーの保護） 



 

第９条 議員は、ハラスメントによる被害者及び関係者のプライバシー保護に十分配慮

し、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

 （委任） 

第 10 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、議長が

別に定める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 


